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● 令和５年度 自己点検・自己評価の考え方 

教育委員会は、首長から独立した行政委員会であり、学校教育、社会教育、文化、ス

ポーツ等の教育行政に関する重要事項や基本的方針等を決定し、その事項や方針等に基

づき、幅広い施策（事務）を管理・執行しています。 

また、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号。以下

「法」という。）第２６条第１項において、「教育委員会は、毎年、その権限に属する事

務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成

し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。」となっています。 

このことから、令和５年度に教育委員会が管理・執行した事務について、自己点検・

自己評価（「概ね目標は達成できた。」・「目標達成に向けて、さらに充実させる必要があ

る。」・「目標達成には、努力を要する。」の３段階）を行いましたので、報告書を作成し、

議会に提出するとともに公表します。 

 

● 総合評価 

教育委員会では､乳幼児から高齢者までの活動の場づくりを支援し､社会を構成する

一員を育て､また、｢生きがい｣を見つけることができるよう取組を行ってきました。 

令和２年から、教育活動に大きな影響を及ぼしてきた「新型コロナウイルス感染症」

は、令和５年５月に感染症法上の位置づけが「５類感染症」となり、また、本町におい

ては、年間を通じて感染拡大も見られなかったことから、教育委員会が実施すべき施策

（事務）については、ほぼ予定どおり管理・執行することができました。 

また、令和５年度から、本町が進める子育て支援策の中で、教育施策として新たに制

度化したものもあり、より効果的な教育行政を推進することができました。 

 

学校教育においては、これまで全国学力・学習状況調査、高知県学力定着状況調査等

を実施し、その結果分析に基づく校内研修や授業改善等に取り組み、学力の定着・向上

に努めてきました。また、安心・安全な学校環境の整備とともに様々な課題などに対応

するための施策を実施してきました。 

 

令和５年度に実施した全国学力・学習状況調査の結果を見ると、小学校においては、

国語・算数の記述式問題の正答率が伸びており、基礎的な力だけでなく、条件に沿って

自分の考えをまとめる力がついてきています。 

中学校においては、国語で特に「読むこと」に課題が見られました。数学では、事象

や事柄の特徴を数学的に解釈し、数学的な表現を用いて説明する力を伸ばすことが求め

られています。英語では、「読むこと」、「書くこと」について課題が見られました。単語

や文法事項などを理解して文章を書く力を伸ばすことが求められています。 
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本町では、国のＧＩＧＡスクール構想に基づき、令和４年度までに１人１台の学習者

用端末・教職員用端末を整備し、各校で授業や家庭での学習に活用しています。 

令和５年度は、障害のあったネットワーク環境の更新等により、通信可能範囲の拡張

を行い、日常的な端末の活用をより効率的に進めることができるようになりました。 

また、令和７年度までの３年間を計画期間とする「四万十町ＩＣＴ教育推進計画」に

基づき、教職員のＩＣＴ機器の操作スキル研修を行ったほか、デジタルドリルの導入に

向けた取組を行いました。 

 

特別な支援が必要な児童生徒の特性に応じた指導・支援、障害のある児童生徒の支援

等の充実を図るため、県の事業を活用し、教育相談員の派遣・巡回相談を実施するとと

もに、特別支援教育支援員を配置し、サポート体制の充実を図りました。 

また、令和５年度から、発達教育支援員を配置し、各校から要望のあった児童生徒に

対して、専門的な視点で支援等を行いました。 

 

教育支援センターでは、引きこもり傾向や不登校状態にある児童生徒の家庭訪問とと

もに、学校生活への復帰に向けての支援（学習活動等）を行いました。 

「いのち」の大切さを伝え考えてもらう機会として、「いのちの学習」を保育所、認定

こども園、小学校、中学校で実施し、児童虐待や要支援家庭の減少、いじめ予防に取り

組みました。 

 

外国語指導助手（ＡＬＴ）を５名配置し、全小中学校で児童生徒の語学学習への意欲

増進に努めるとともに、外国語教育の充実を図りました。 

近年は、新型コロナウイルス感染症の影響により、５名を確保できない時期もありま

したが、令和５年度は、５名体制で全小中学校を訪問できました。 

 

ふるさと教育（故郷を愛し志を持ち、地域に貢献できる人材の育成）では、小学３・

４年生用の社会科副読本「わたしたちのまち四万十町」を活用した地域学習を進めると

ともに、社会科の授業や特別活動等では、小学４年生に配布している郷土の偉人を題材

とした副読本「しまんとヒストリア 谷干城物語」も、活用されています。 

 

令和３年度に更新した「教育委員会関係施設整備計画」に基づき、施設の維持管理・

改修等を着実に進めました。 

また、通学路の危険個所や教育施設の遊具の点検を行いました。 

今後も継続して、児童生徒が安心して学べる環境整備を進めます。 

 

子どもたちがより良い教育条件・教育環境のもとで、また、一定規模の集団の中で学

校生活を送ることができるよう、令和元年７月に策定し令和３年度に運用方針を見直し

た「第２期四万十町立小中学校適正配置計画」に基づき、取組を進めました。 
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現状では、中学校は、計画どおり旧町村地域にそれぞれ 1校となっていますが、小学

校の適正配置（統合）については、各校の状況や歴史、保護者・地域住民の考え方等が

大きく異なる状況にあることから、令和７年４月以降とする方針のもと、進めていくこ

ととしています。 

その中で、興津小学校については、令和６年４月の東又小学校との統合が決定し、令

和５年度末に閉校しました。 

また、昭和小学校と十川小学校の令和７年４月統合が決定したほか、川口小学校と窪

川小学校の令和８年４月統合に向けた協議等を行いました。 

 

本町では、これまで「子どもを核としたまちづくり」の視点を大事にしながら、様々

な施策を実施してきましたが、令和５年度から「小中学校児童生徒の給食費の無償化」、

「学習用副教材の購入支援」、「修学旅行費用の平準化」を新たに実施しました。 

今後も子育てしやすいまち、住み続けたいと思えるまちづくりにつながる取組を進め

ていきたいと考えています。 

 

生涯学習においては、わんぱく学校などの事業を継続して実施しており、それぞれ事

業の目的に沿った成果があがっています。その他にも実施してきた地域や家庭等の連携

による学習会、各活動団体等への財政的支援、関係機関・団体等との連携などは、それ

ぞれが目的に沿った取組となっています。 

 

保育行政では、保育の実施と合わせて保幼小の連携強化を目指した教育の視点で関連

事業を推進しました。また、保育所保育指針や幼保連携型認定こども園教育・保育要領

の中で明確化されている幼児期の終わりまでに育ってほしい「１０の姿」の共通理解も

年々深まっています。 

 

全国発信のスポーツ大会として定着している「四万十川桜マラソン大会」や「四万十

川ウルトラマラソン」は、ここ数年、新型コロナウイルス感染症の影響により、開催で

きない年もありましたが、令和５年度は、予定どおり開催しました。参加者は、予定を

下回る状況となりましたが、スポーツを通じた交流や流入人口の拡大等にはつながって

います。 

 

町内には、国・県・町指定等の多くの文化財があり、これまで保存・活用のために必

要な対策を行ってきました。特に、平成２１年に指定を受けた四万十川を中心とした重

要文化的景観は、関係市町・関係機関・関係部署との連携による住民の意識の向上、保

存・活用や地域振興につながる取組が求められています。 

  

本町の将来にとって重要な施設として整備を進めてきた文化的施設については、令和

６年３月の議会定例会において、現計画・現施設規模での整備の中止が確定しました。 
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このため、現図書館・美術館施設の老朽化への対応や機能強化等の検討が、改めて必

要となりました。 

文化的施設の整備の中で、開始していた移動図書館車の試験運行により、貸出冊数は

個人・団体ともに増加しています。今後も、サービスの充実に努めていきたいと考えて

います。 

 

今後も関係団体等と連携し、多様化する町民ニーズに対応した生きがいや居場所づく

り、また、町民の一体感を育み、生き生きとした人づくりを推進するため、生涯学習環

境の整備・充実に取り組んでいきます。 

 

「大綱の策定に関すること」、「教育を行うための重点的に講ずべき施策」、「児童、生

徒等の緊急の場合に講ずべき措置」について、町長と協議を行うための「総合教育会議

（令和５年９月５日開催）」では、令和６年度を始期とする「第２期四万十町教育振興基

本計画」の骨格や基本的な方向性、策定後にはこの計画を「大綱」に代える予定である

ことの確認を行いました。また、整備中の「文化的施設」のこれまでの経過と今後の予

定、子育て支援策の拡充内容、不登校対策や中学校部活動外部指導員等の現状と課題に

ついて、情報共有と協議を行いました。 

 

グローバル化や情報通信技術の進展など、社会情勢等が急速に変化する中、「四万十町

教育振興基本計画」、「四万十町教育行政方針」に基づき、本町の状況に即した取組を推

進するため、自己点検・自己評価を検証し、令和６年度以降の教育行政に反映します。 
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１ 教育委員会の活動 

教育行政の基本的な施策の決定や諸課題の解決策を話し合うため、原則毎月第２火曜日に定

例教育委員会を開催するとともに、必要に応じて臨時教育委員会を開催しました。それぞれの

会議では、慎重な議案審議、情報・意見交換などを行いました。 

また、諸行事、学校や保育所訪問、各種研修等にも積極的に参加しました。 

この「教育委員会の活動」の項目については、「評価」というよりも｢点検｣という性質が強い

ものとなっています。 

 

(１) 教育委員会の会議の運営改善 

① 教育委員会会議の開催回数 

  教育行政の方針、教育委員会の施策・人事等について審議するため、次のとおり定例会・

臨時会を開催しました。会議では活発に議論を行い、教育行政の公正かつ円滑な執行に努

めました。 

・ 定例会 ： １２回 

・ 臨時会 ：  ３回（７月、２月、３月に各１回） 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

② 教育委員会会議の運営上の工夫 

定例教育委員会・臨時教育委員会の議案資料は、できる限り事前に配付し、会議の効率

的・効果的な運営を図るとともに質疑、意見等の発言は、形式にとらわれず活発に行える雰

囲気の中で会議を行うことができました。 

また、会議の周知・会議録の公表については、次のとおり行いました。 

・ 定例会・臨時会の公開（傍聴）について、事前に四万十町ホームページ及びケーブル

テレビで町民に周知を行いました。 

・ 定例会・臨時会の結果については、四万十町ホームページで会議録を公表し、情報提

供を行いました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(２) 教育委員会と事務局との連携 

① 事務局との連携 

事務を効率的・効果的に管理・執行するうえで不可欠となる教育委員会と事務局との連

携に努めました。主なものについては次のとおりです。 

・ 各種会議、研修会、学校行事等の連絡調整を適宜行いました。 

・ 教育委員会会議以外に情報・意見交換を状況に応じ適宜行いました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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(３) 教育委員の自己研鑽 

① 研修会・行事等への参加状況 

  高岡地区市町村教育委員会連合会等の研修会に可能な限り参加しました。 

いずれも教育委員の果たすべき役割等を再認識する機会となりました。 

・ 町内の小中学校、認定こども園、保育所等の現状や取組について、見識を深めるよう

努めました。 

・ 高知県市町村教育委員会連合会、高岡地区市町村教育委員会連合会主催の研修会等

に参加し、各教育委員会相互の情報交換・諸課題等について研究・研修を行い、見識を

深めることができました。 

・ 令和５年度は、以前のように多くの研修会等に参加することができました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(４) 学校及び所管施設の訪問等 

教育委員会が所管する教育施設（学校、保育所、認定こども園等）の運営（経営）状況や

施設の老朽化などの課題等を把握するため、毎年各施設を訪問しています。 

① 学校訪問 

・ 例年どおり６・７月に学校訪問を実施し、町内全小中学校（１５校）の授業参観や管

理職等と「学力の状況・児童生徒の支援・学校運営上の課題・組織力向上の取組」を中

心に確認・協議を行いました。また、施設や設備の状況についても確認しました。 

・ 訪問時に確認した要望や課題等については、支援や対策を検討しました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

②  所管施設訪問 

・ ７月に給食センターを訪問し、施設や運営の状況を確認しました。 

・ ９月に認定こども園、保育所、子育て支援センター等を訪問し、運営等の概要説明を

受け、子どもたちの様子や施設の状況を確認しました。 

・ 訪問時に確認した課題等については、対策を検討しました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(５) 町長・町長部局との連携 

① 総合教育会議 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の４に規定されている「総合教育会議」

が、令和５年９月５日に開催され、教育長、教育委員が出席しました。 

会議の中では、町長と次のことについて、協議等を行いました。 

１． 教育振興基本計画について 

「四万十町教育振興基本計画」は、令和５年度末をもって計画期間が満了するため、

令和６年度からを計画期間として策定予定の「第２期四万十町教育振興基本計画」に

ついて、位置づけ、計画の骨格と基本的な方向性の確認を行いました。 
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また、策定した「第２期四万十町教育振興基本計画」は、次回以降の「総合教育会

議」において、町長が定めなければならない四万十町の教育行政の「大綱」に代える

ことを決定する予定についても確認しました。 

２． 文化的施設について 

整備中の「文化的施設」について、これまでの経過と今後の予定を共有し、協議

等も行いました。 

今後の予定の中では、公立社会教育施設等の移管と施設の設置条例案について、

説明がありました。 

３． その他  

       令和５年度から、実施している子育て支援策の拡充内容について、情報共有を行

いました。また、不登校対策や中学校部活動外部指導員等の現状と課題についても協

議しました。 

今後も、町全体の課題等について、協議していくことを確認しました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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２ 教育委員会が管理・執行する事務 

教育委員会が管理・執行する事務は、「四万十町教育委員会教育長に対する事務委任規則」に

より、教育長に委任せず、教育委員会の合議によって決定することとなる以下の１４項目とな

ります。 

この項目については、教育委員会が計画し実施するものと該当事象の発生により対応するも

のがあり、該当事象が無い場合は「該当する事象はなかった。」という評価としています。 

 

(１) 教育行政の基本方針に関すること。 

「たくましく人間性豊かな人づくり」を基本理念に、生涯にわたって学び続け、健康で心の

豊かさや生きがいを実感できる、様々な学習の場づくりを推進するため、基本的な考え方・教

育施策を次のとおり具体化・明確化しました。  

・ 令和６年度教育行政方針を決定しました。 

※ 策定委員会を設置し、令和５年度内の策定を予定していました「第２期四万十町教育振興

基本計画」は、図書館機能・美術館機能を有する文化的施設整備事業が中止となったことに

伴い、内容等の修正が必要となったことなどにより、策定が完了しませんでした。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(２) 教育委員会に関する事務の管理及び執行の基本的な方針に関すること。 

教育委員会に関する事務の管理及び執行の基本的な方針（個別計画）については、次のと

おり取組を行いました。 

・ 「四万十町生涯読書活動推進計画」の策定に着手しました。 

・ 「第３期四万十町子ども・子育て支援事業計画」の策定に着手しました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(３) 教育委員会規則その他教育委員会の定める規程の制定又は改廃に関するこ

と。 

   法律の改正・制度の見直し等に基づき、必要な規則等の整備を行いました。 

 制定 改正 廃止 計 

規 則     ３   ３  

細 則   ２   ２  

規 程     １   １  

要 綱 ６    ４  ２  １２  

要 領         ０  

規 約    ０  

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(４) 教育委員会所管に関する学校その他教育機関の設置及び改廃に関すること。 

該当する事象は、ありませんでした。 

■ 自己評価 ： 該当する事象はなかった。 
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(５) 教育委員会及び教育委員会の所管する学校その他の教育機関の職員の任免

その他人事に関すること。 

 町職員、教職員等の適正な人事配置等に努めました。 

・ 町職員の人事異動を行いました。（４月１日） 

・ 平成２８年度から、割愛制度（高知県から本町へ）を活用し、学校教育課に教育対策監を

配置しています。 

・ 令和６年度の県費負担教職員人事異動に向けて、校長ヒアリングを行い、高知県教育委

員会に人事異動の内申を行いました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(６) 法第２６条の規定による点検及び評価に関すること。（教育に関する事務の

管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

令和４年度教育委員会自己点検・自己評価を行い、議会への報告・公表（ホームページ等）

を行いました。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(７) 法第２９条に規定する意見の申出に関すること（町長へ教育に関する予

算、議会の議決を得るべき議案に係る意見申出）。 

条例、補正予算・新年度予算、工事請負契約について、次のとおり議会に上程しました。 

・ 条例改正 ： ３本 

・ 補正予算 ： ９月補正予算、１２月補正予算、３月補正予算 

・ 当初予算 ： 令和６年度当初予算 

・ 工事請負契約（５０,０００千円以上のもの） ： ２件 

・ 売買契約（７,０００千円以上のもの）    ： ２件 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(８) 幼稚園、小学校及び中学校の通学区域の設定又は変更に関すること。 

 「四万十町立小学校及び中学校の通学区域に関する規則」により、児童生徒の通学すべき

学校について指定しています。 

令和５年度は、規則で指定する学校以外への就学について、保護者等からの申請に基づき、

次のとおり指定校区外就学の承認・区域外就学の承諾を行いました。 

 小学校 中学校 

指定校区外就学の承認 ２９名 ２名 

区域外就学の承諾 ８名 ３名 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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(９) 教科用図書の採択に関すること。 

令和６年度から、小学校で使用する教科用図書について、高岡地区の市町及び学校組合で

組織する高岡地区教科用図書採択協議会で調査・検討された結果に基づき、採択する教科用

図書を決定しました。 

■ 自己評価 ：  概ね目標は達成できた。 

 

(10) 教育委員会附属機関の委員の任免等に関すること。 

  教育委員会の附属機関である委員会等のうち次の委員（任期内の変更を含む。）について、

委嘱又は任命を行いました。 

・ 四万十町社会教育委員  

・ 四万十町教育振興基本計画策定委員会委員 

・ 四万十町就学等教育支援委員会委員 

・ 四万十町教育研究所運営委員会委員  

・ 四万十町学校給食センター運営委員会委員 

・ 四万十町立小中学校教職員働き方改革推進委員会委員  

・ 四万十町部活動改革推進委員会委員 

・ 仁井田小学校学校運営協議会委員 

・ 影野小学校学校運営協議会委員  

・ 七里小学校学校運営協議会委員 

・ 米奥小学校学校運営協議会委員  

・ 窪川小学校学校運営協議会委員  

・ 川口小学校学校運営協議会委員  

・ 田野々小学校学校運営協議会委員  

・ 北ノ川小学校学校運営協議会委員  

・ 十川小学校学校運営協議会委員  

・ 昭和小学校学校運営協議会委員  

・ 窪川中学校学校運営協議会委員  

・ 大正中学校学校運営協議会委員 

・ 十川中学校学校運営協議会委員 

・ 四万十町放課後子ども教室運営委員会委員  

・ 四万十町文化的景観整備管理委員会委員 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

(11) 重要事項の告示、指令、通知、申請及び報告等に関すること。 

該当する事象は、ありませんでした。 

■ 自己評価 ： 該当する事象はなかった。 
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(12) 教職員の組織する職員団体及びその他の諸団体との重要な交渉に関するこ

と。 

該当する事象は、ありませんでした。 

■ 自己評価 ： 該当する事象はなかった。 

 

(13) 文化財の町指定に関すること。 

 例年、保護有形文化財、選定保存技術、保護天然記念物、保護無形文化財の指定・解除等

を行っています。令和５年度は、指定・解除等はありませんでした。 

■ 自己評価 ： 該当する事象はなかった。 

 

(14) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特に重要と認める事項 

・ 関係機関等で構成する四万十町いじめ問題対策連絡協議会を１回開催し、情報共有等を

行いました。 

・ 四万十町立小中学校教職員働き方改革推進委員会を３回開催し、教職員の意識調査や学

校訪問時の聞き取りをもとに、課題の分析・明確化を行い、業務改善等の協議を行いまし

た。また、「四万十町立小中学校教職員働き方改革推進プラン」に基づき、校務支援シス

テムの効果的な活用による事務処理の簡素化など、教職員の働き方改革を進めました。 

・ 四万十町教育委員会表彰規則に基づき、被表彰者を選定し表彰しました。 

表彰の種類 個人 団体 

功労賞 ３名 ３団体 

功績賞 ６名 ４団体 

奨励賞 １名 １団体 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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３ 教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務 

(１) 学校教育に関すること。 

① 学力の定着及び向上 

Ⅰ 教材、指導方法、指導形態の開発や改善 

１） 学力学習状況等調査（全国学力・学習状況調査、高知県学力定着状況調査）、

学力到達度把握事業（標準学力調査）の実施・分析 

     ■ 事業の目的（目標） 

町内小中学校の児童生徒を対象に全国学力・学習状況調査、高知県学力定着状況

調査、標準学力調査を実施し、それぞれのデータの分析により、本町の課題の調査研

究を行い、その結果を学校や教育関係機関と共有し、指導方法の改善や資質向上に

つなげ、学力の向上を図る。 

     ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 全国学力・学習状況調査、高知県学力定着状況調査、標準学力調査の結果分析に

基づき、授業改善や加力学習、個々のつまずきに応じた復習用教材の活用などに

よる学力の定着と向上の取組が行われました。 

・ 中学校は、標準学力調査を１学期に実施したことにより、捉えた実態をすぐに授

業改善や個に応じた指導等につなげることができました。 

・ 小学校の標準学力調査は、例年どおり３学期に実施しましたが、明らかになった

課題については、各校で全体指導や個に応じた指導などで、改善に取り組んでい

ます。また、全国学力・学習状況調査等の課題点への取組の成果について、確認・

検証することができました。 

■ 課題 

・ 各調査の結果について、分析を各校で十分に行うとともに、分析から見えてくる

課題を解決するために、管理職、全教職員が共通認識を持ち、継続して校内研修や

授業改善に取り組む必要があります。 

・ 小学校の標準学力調査については、結果が返ってくる時期が年度末となるため、

児童への学習の補完や、教員による課題点整理に時間的余裕がないという状況が

あります。 

・ 学力の定着・向上には、個々のつまずきに応じた復習教材やデジタルドリル等の

効果的活用が不可欠です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。  

 

２） Ｑ－Ｕ、hyper-ＱＵ（楽しい学校生活を送るためのアンケート）の実施・

分析 

     ■ 事業の目的（目標） 

町内小中学校の児童生徒を対象に、Ｑ－Ｕ、hyper-ＱＵを実施し、それぞれのデ

ータを分析し、その結果を学校や教育関係機関と共有し、本町の課題の調査研究を

行い、適切な支援、指導方法の改善につなげる。 
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 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ Ｑ－Ｕ、hyper-ＱＵの結果について、各校で分析を行いました。各校では、校

内研修での活用や児童生徒の個人面談の資料とするなどの取組を行っており、児

童生徒理解につながっています。 

・ Ｑ－Ｕ、hyper-ＱＵの結果は、学校支援の一助となるように教育研究所の所内

会でも情報を共有することができました。 

■ 課題 

・ 各調査の結果について、分析を各校で十分に行うとともに、分析から見えてくる

課題を解決するために、管理職、全教職員が共通認識を持ち、継続して校内研修や

授業改善につなげていく必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

３） 外国語教育推進事業  

■ 事業の目的（目標） 

【外国語指導助手（ＡＬＴ）活用事業】 

外国語をより身近なものとし、児童生徒の語学学習意欲を増進させるため、小中

学校の外国語教育をネイティブスピーカーの立場から指導補助する。 

【ＧＴＥＣ：スコア型英語４技能検定】 

ＧＴＥＣで測定した結果の分析により現状と課題を把握し、小中学校の外国語活

動・外国語・英語の授業の進め方や効果的な教材等の活用についての研修や公開授

業、授業力の向上や指導体制の確立・改善などによる英語力の向上を目指す。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

【外国語指導助手（ＡＬＴ）活用事業】 

・ 任用しているＡＬＴ（５名）は、小学３年生・４年生の外国語活動、小学５年

生・６年生の外国語、中学校の英語の授業等で活用されており、英語のネイティ

ブスピーカーとして、重要な援助者となっています。また、児童生徒の国際理解

と国際感覚の醸成にもつながっています。 

【ＧＴＥＣ：スコア型英語４技能検定】 

・ 令和元年度から実施しているＧＴＥＣは、令和２年度から小学６年生と中学２ 

年生を対象に実施しています。このことにより、小学校中学校間の外国語教育の連

携とともに、英語力の向上を目指す取組となっています。 

・ 技能ごとに分析されているため、今後の授業改善に生かすことができる取組とな

っています。 

■ 課題 

【外国語指導助手（ＡＬＴ）活用事業】 

・ 外国語教育の学習効果を向上させるためには、担当教員との連携をさらに進め

ていく必要があります。 

【ＧＴＥＣ：スコア型英語４技能検定】 

・ 成果と課題の検証を行い、具体的な授業改善策を検討し、指導に反映できる体制

が必要です。 

 

13



 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

４） 中高一貫教育推進事業 （県指定事業・町単独予算事業） 

■ 事業の目的（目標） 

大正・十和地域の中学校と県立四万十高等学校が、６年間を通じた一貫教育を展

開し、地域の特色に即した教育とともに、学力の向上や個に応じた教育活動を推進

することにより、地域の発展に貢献できる人材の育成・地域の活性化を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 中高教員の相互交流や研究授業により、それぞれの校種の様子などを理解する

ことができました。また、５教科の共通実力テストを実施し、分析した各校のデ

ータを、共通課題や学校独自の課題解決に活用することができました。 

・ 交流学習やつなぎ教材・補助教材の活用を通して、それぞれの個のつまずきや

習熟度を把握することができました。 

・ 生徒指導面でも、中から高への育ちの状況が把握できるので、サポートが必要

な生徒に対して継続した支援体制を作ることができました。 

■ 課題 

・ 中高一貫教育の趣旨・意義を教員全体で常に確認できる体制の中で事業を進め

る必要があります。 

・ 「ふるさと学習発表会」については、実施方法を工夫しながら質を高め、双方

向で意見交換ができる力をつけることを重視して取り組むことが必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

５） 理科教育振興事業 

■ 事業の目的（目標） 

 理科教育の振興を図るため、理科、算数・数学に関する教育の実施に必要な設備を

整備する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

 新学習指導要領における指導内容の充実に合わせ、設備整備を計画的・効果的に

進めることができました。 

■ 課題 

・ 理科、算数・数学に関する設備の整備を計画的・効果的に進めていますが、学校

数が多く、財源も限られているため、全校一斉には実施できない状況があります。 

・ 計画的に継続して取り組むことが必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

６） 教育研究活動 

■ 事業の目的（目標） 

教育に関する様々な課題を解決し、本町の教育振興につなげていくために、教育、

児童生徒の学力等について実態を把握し、分析を行い、その結果に基づき解決策等

を検討し実践する。 
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 ■ 事業の実施状況（成果） 

・「四万十町ＩＣＴ教育推進計画の実践と検証～ＩＣＴを活用した「主体的・対話的

で深い学び」につながる授業～」をテーマに設定し、研究員（１名）が研究、情報

収集、情報発信を行いました。デジタルドリルを選定し導入したこともタブレッ

ト端末の活用や持ち帰りの促進につながるものとなりました。 

・ 学力の現状分析等は、本町の課題解決への取組につながるものとなりました。  

■ 課題 

・ タブレット端末等の活用は、各校で進んできましたが、活用頻度、活用方法、活

用スキルについては、学校間や教員間にまだまだ差が見られます。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

７） 学習支援員配置事業 

■ 事業の目的（目標） 

  児童生徒を対象に放課後や長期休業期間に行う補充学習を支援する放課後等学習

支援員を配置することにより、個々の児童生徒の課題解決を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 放課後等学習支援員の配置校（興津小学校）では、放課後や長期休業期間中に基

礎学力の向上につなげる補充学習のサポートを行いました。 

・ 細かな個別指導が、基礎学力の定着や家庭学習習慣の確立等、個々の児童の課題

解決に向けた支援となっています。 

■ 課題 

・ 放課後等学習支援員については、人材不足の中、配置を優先すべき職種があるこ

となどから、令和６年度以降の配置予定はありません。 

・ これまで、ホームページやハローワーク等を活用して募集しても人材が確保で

きなかった状況があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

８） 特別活動の推進 

■ 事業の目的（目標） 

 学級活動を基軸とした特別活動の研究を全ての小中学校で行うことにより、魅力

ある学校・学級づくりを組織的に進め、子どもたちの健やかな育ちを目指す。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

       ・ 本町では、学級活動を基軸とした特別活動の研究を全ての小中学校で行うこと

により、魅力ある学校・学級づくりを組織的に進め、子どもたちの健やかな育ちを

目指すため、高知県の指定事業（夢・志を育む学級運営のための実践研究事業）に

取り組んできました。指定事業は、終了しましたが、今後も町内全ての小中学校

で、特別活動を重点的に推進することとしています。 

・ 高知県の指定事業の中で実施してきた特別活動に係る公開授業研修会について

は、四万十町小小・小中連携教育推進協議会の取組の中で、継続して実施していま

す。 
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■ 課題 

・ 町全体で、特別活動に取り組むことによって、全ての学校で一定の取組や研究が

推進されました。今後は、各校の校内研修や研究授業が充実したものになるよう

に町としての研究体制を構築していく必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。  

 

 

Ⅱ 校内研究体制の確立及び校内研修の活性化 

１） 地域教育推進事業 （校内研究支援事業） 

■ 事業の目的（目標） 

 町内小中学校の学力向上を推進するため、学校が学力向上における課題と改善方

策を認識し、課題解決等に向けて自主的・主体的に行う研究や取組を支援する。 

効率的に教員の意識改革・指導力向上に学校単位で取り組み、本町の将来を担う

子どもたちの学力向上を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 本町が独自で制度化しているこの事業では、学校単位で、自主的・主体的に、教

員の指導力向上のため、課題などの解決・改善に取り組んでいます。 

■ 課題 

・ 各校において、実態に応じた学力向上につながる研究・取組を継続する必要があ

ります。 

・ この事業については、ここ数年は活用が少ない状況となっていますが、各校で自

主的・主体的に実施する学力向上に向けての研究や取組に、より活用してもらい

たい事業です。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

２） 県学校支援訪問等連携・支援 （授業改善プラン訪問含む。） 

■ 事業の目的（目標） 

中部教育事務所の指導主事を中心に小中学校の授業改善等への具体的支援・指導

を行う。また、授業改善プランに係る学校訪問も行い、組織的な学力向上等につい

て、現状把握により実態に応じた適切な指導・助言を行い、学校教育の充実、児童生

徒の学力向上に資する。 

 ■ 事業の実施状況（成果）    

・ 各校からの訪問要請や授業改善プラン等に伴う計画訪問が増加しています。 

・ 多くの学校で、県内外の情報や資料等を知ることができ、中部教育事務所の指

導主事による指導・助言を校内研修に活用することができています。 

・ 授業改善プランに係る学校訪問時等での適切な指導・助言は、学校教育の充実、

児童生徒の学力向上につながるものとなっています。 

・ ほとんどの学校で、この事業を積極的に活用しています。 

■ 課題 

・ 一部の学校では、支援訪問を要請しない場合があるため、全ての学校で積極的

な活用がされるよう継続的に働きかけを行う必要があります。 
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■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

Ⅲ 学校経営の充実 

１） 定例校長会 

■ 事業の目的（目標） 

町内小中学校の学校長と事務局との情報共有・協議・意見交換を行い、スムーズな

学校運営と学校教育の質の向上を目指す。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 全国的に多発する教職員の不祥事を受けて管理職研修を実施しており、危機管

理能力の向上、各校での教育公務員としての倫理観の確立と不祥事根絶のための

指導徹底の場となっています。 

・ 学校現場と教育委員会事務局をつなぐ場、情報共有の場となっています。 

・ 毎回、事前に行っている教育委員会事務局内での打合せにより、重要事項等を学

校長に連絡することができています。 

■ 課題 

      ・ 連絡事項が、教職員に十分に周知がされていない状況が見られるため、伝達する

内容の整理と周知の徹底が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 学校運営協議会 （コミュニティスクール） 

■ 事業の目的（目標） 

保護者及び地域住民等の学校運営への参画並びに保護者等による学校運営への支

援及び協力を促進することにより、学校と保護者等との信頼関係を深め、学校運営

の改善及び子どもたちの健全育成に取り組む。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 以前から学校運営協議会を設置している米奥小学校、影野小学校では、地域の教

育力・教育的財産の活用、学校・地域の活動への参加など、特色ある学校づくりを

推進していますが、令和６年度統合予定校を除く全ての学校に学校運営協議会を

設置できましたので、これまで以上に地域とともに学校運営を進めることができ

る体制が整いました。 

・ 学校運営協議会を設置していない学校についても、令和６年度の早いうちに設

置する予定です。 

■ 課題 

・ 学校運営協議会が円滑に進められるように、学校規模や地域性を考慮した予算

等の支援体制を検討する必要があります。 

・ 学校運営協議会を設置して間もない学校では、効率的・効果的な運営のための工

夫が必要な状況が見られます。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。   
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３） 学校支援地域本部事業（地域学校協働本部） 

■ 事業の目的（目標） 

学校、家庭、地域が連携協力し、地域住民等の参画による地域の実情に応じた取組

を有機的に組み合わせて、校内の環境整備、学校行事の運営支援などの様々な教育

支援活動を行う。これらの取組を通じて、子どもたちの社会性、自主性、創造性等の

豊かな人間性を育むとともに、地域社会全体の教育力の向上を図り、地域の活性化

や子どもたちが安心して暮らせる環境づくりを推進する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 事業の実施により、読み聞かせや放課後の加力指導等を取り入れることができ

ました。また、危険が伴うものについては、全ての協力者に保険を掛け、安全安心

な取組を推進することができました。 

・ 町内の全ての学校で支援本部事業を展開することができています。  

■ 課題 

・ 地域・学校の実情等に応じた取組が求められますが、運営状況には学校間に差が

あります。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

４） 働き方改革の推進 

■ 事業の目的（目標） 

小中学校に勤務する教職員が誇りとやりがいをもって職務に従事できる環境を整

備することにより、教職員の負担軽減や教育活動の質の維持及び向上を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 夏季休業期間中の学校閉庁日と中学校における部活動の休養日の実施は、教職

員の休暇取得の推進と負担軽減につながっています。 

・ 出勤簿の押印廃止、校務支援システムの活用は、事務処理の簡素化につながって

います。 

・ 各校で活用されている連絡アプリ「すぐーる」は、児童生徒の出席確認、緊急時

の連絡や学校だより等の事務効率の向上につながっています。 

■ 課題 

時間外勤務の状況では、小学校は約８割の教職員が月４５時間以下となっていま

すが、中学校では約６割となっており、今後も業務内容等の見直しや精選などに、組

織的に取り組むことが必要です。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある 

 

 

Ⅳ 小小・小中連携推進事業 

１） 小小・小中連携推進事業 

■ 事業の目的（目標） 

義務教育９年間における発達段階に応じた指導や支援について、町内小中学校が

連携し、研究・実践することにより、学校教育のレベルアップと学力向上を目指す。 
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 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 四万十町小小・小中連携教育推進協議会において、町内の連携教育の内容と方向

性等について協議ができました。また、四万十町小小・小中連携教育推進協議会で

は、特別活動の推進を目的として、十川中学校、窪川小学校で公開授業研修会等を

実施しました。 

・ 中学校を中心とした系統性・連続性のある取組になりつつあります。 

■ 課題 

・ 中学校校区を中心とした取組となるよう町全体としての課題やビジョンを共有

し、共通理解を図りながら、進めていく必要があります。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

 

Ⅴ ＩＣＴ（情報通信技術）機器の利活用等 

１） ＩＣＴ教育推進事業 

■ 事業の目的（目標） 

国が進めるＧＩＧＡスクール構想の理念に沿って児童生徒１人１台の学習用端末

と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備し、子どもたちの未来を見据えた

創造性を育む教育ＩＣＴ環境の実現を図るとともに、ＩＣＴ機器の利活用による学

習の効率化、わかりやすい授業の実現、情報活用能力の向上、教員の業務効率化や負

担軽減を図る。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ ＩＣＴサポーターの人員体制を年度途中から拡充し、これまで以上に、ＩＣＴ

機器の効率的活用につながる体制が整いました。 

・ 国が推進するＧＩＧＡスクール構想の理念に基づき、授業や持ち帰り学習で使

用する１人１台タブレット端末の整備は、令和４年度に完了しています。また、

家庭でタブレット端末を利用できるようにするため、インターネット環境のない

家庭で利用できる無線通信機器の貸し出しを行っており、全ての学校で持ち帰り

学習が行われるようになっています。 

・ 関係機関と連携し策定した本町のＩＣＴ教育の令和５年度から令和７年度まで

の方向性を示した「四万十町ＩＣＴ教育推進計画」に掲げた基本方針及び基本目

標に基づき、施策を推進しています。 

■ 課題 

・ 教職員のＩＣＴ機器操作スキルを向上させるため、ＩＣＴ担当者への情報提供、

教職員向けの研修会等を継続的に行っていく必要があります。 

・ 学校や家庭で安定してタブレット端末を使用するためには、機器トラブルへの

迅速な対応と操作支援等が行える体制の充実が必要です。 

・ 学習支援ツールやデジタルドリルが、家庭学習においても有効に活用されるよ

う、継続的に取り組む必要があります。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 
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Ⅵ 開かれた教室・学校・教育委員会 

１） 学校評価 

■ 事業の目的（目標） 

町内全小中学校の教育目標、教育方針の達成状況等を学校評価で把握し、学校運

営への支援・助言・指導に生かす。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 全小中学校で「学校評価」、「学校関係者評価」に取り組んでおり、学校運営

を検証できる取組となっています。 

・ 検証軸や評価体制もしっかりしており、学校運営の改善につながっています。 

■ 課題 

・ 学校評価等については、様式を定めていませんが、内容については一定の基準に

基づき行う必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

 

② 特別支援教育の推進 

Ⅰ 適正就学の確立 

１） 就学指導事務 （就学時検診・就学等教育支援委員会） 

■ 事業の目的（目標） 

特別な支援を要する就学予定児童及び学齢児童生徒の適切な就学を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 就学時検診や保育所・認定こども園と小学校間の連絡・連携、福祉機関との連

携により、児童の状況を把握しました。 

・ 就学指導の必要な児童生徒に対し、就学等教育支援委員会で検討し、適切な指

導を行うことができました。 

・ 教育相談や巡回相談等の活用、教育研究所支援チームとの連携による児童生徒

の情報収集、観察等を行い、適切な指導・支援に務めました。 

■ 課題 

・ 保護者を含め関係者が、教育的ニーズと必要な支援について、共通理解をより深

めることが必要です。 

・ 支援が必要な児童生徒や保護者は、年々増加傾向にあります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

Ⅱ 特別支援教育の推進 

１） 特別支援教育支援員配置事業 

■ 事業の目的（目標） 

特別な支援が必要な児童生徒に適切な支援を行うため、特別支援教育支援員を配

置する。特別支援教育支援員は、主として通常の学級に在籍している児童生徒の支

援を行う。 
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 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 本町では、児童生徒の状況に応じて、必要な特別支援教育支援員をできる限り

配置するよう努めており、令和５年度は、小中学校に３３名（１２校）を配置し

ました。 

・ 特別支援教育支援員・担任・管理職が組織的にクラス全体を支援し、楽しい学

校生活が送れる雰囲気づくりに取り組むことができました。 

■ 課題 

・ 特別支援教育支援員の配置は、支援を要する児童生徒にとって有効なものです

が、人材確保が困難な状況にあります。 

・ 特別支援教育支援員のスキルアップのため、研修の継続実施が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 教育相談員派遣事業等 

■ 事業の目的（目標） 

特別な支援を必要とする児童生徒への適切な指導及び支援を行うため、高知県教

育委員会の事業を活用して専門的な知識や経験を有する相談員を派遣し、教員の指

導方法の工夫や改善、課題の解決を図る。また、適切な就学やその後の学びの場の柔

軟な見直し、進路選択が円滑に行われるようにする。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 特別な支援を要する児童生徒の特性に応じた支援体制等を確立するため、巡回

相談員、教育相談員を各校に派遣し、校内での支援体制について指導・助言を行う

ことができました。 

・ 巡回相談での助言が継続されるようスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）や

各校に配置しているスクールカウンセラー（ＳＣ）も積極的に関わるようにして

います。 

■ 課題 

・ 特別な支援を要する児童生徒に対して、継続的・発展的な支援を行っていく必要

があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

３） 特別支援教育就学奨励金給付事業 

■ 事業の目的（目標） 

小中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者の経済的負担を軽減する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者に対し、就学に必要な経費（学用品

費等）の一部を給付し、経済的支援を行いました。 

■ 課題 

・ 制度について、継続的な周知と申請者の負担軽減につながる電子申請等の検討  

が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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③ 支援を要する子ども・家庭等への支援 

Ⅰ 教育相談活動の拡充 

１） 発達教育支援 

■ 事業の目的（目標） 

 発達教育支援員（言語聴覚士）による言語訓練の実施や保護者への専門的な助言

など、児童生徒の状況に応じた支援を行う。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 新たに配置した発達教育支援員による言語訓練や保護者・教職員への助言は、

専門的な視点で行っているため、児童生徒の適切な支援につながっています。 

■ 課題 

・ 学校からの要請等が多く、全てに対応できない状況があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） スクールカウンセラー活用事業（県指定事業） 

■ 事業の目的（目標） 

高知県教育委員会が四万十町教育委員会へ派遣するＳＣを活用し、児童生徒、保

護者及び教職員に対して、カウンセリング及び助言・援助を行う。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ カウンセリング等の相談活動は、児童生徒・保護者の心の安定につながっていま

す。 

・ 個々のケースに対する教職員へのコンサルティングは、児童生徒への指導・支

援の充実につながっています。 

■ 課題 

・ 学校訪問の時間帯や回数等、学校の希望とＳＣの活動との調整が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

３） 要・準要保護就学援助 

■ 事業の目的（目標） 

 経済的理由によって義務教育を受けることが困難な児童生徒の保護者に対して、

就学に必要な経費について支援を行い、義務教育を受ける機会を保障する。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 援助を要する家庭に対して、義務教育を受けるために必要な援助を行うことが

できました。 

・ 令和３年度から新入学用品費の支給を入学前に行うようにしており、入学前に

発生する経費を支援しています。 

■ 課題 

・ 制度について、継続的な周知と申請者の負担軽減につながる電子申請等の検討が

必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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４） 奨学金 

■ 事業の目的（目標） 

高等学校、特別支援学校の高等部、大学（大学院を除く。）、短期大学、高等専門

学校、専修学校に在学する者に対して、奨学金の貸付けを行い、資力に不安のある青

少年の勉学の志に寄与する。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 令和５年度は、２名（新規貸付者０名）に対し、奨学金の貸付けを実施しました。 

■ 課題 

・ 高校生に対する国の制度拡充（就学支援金制度等）や他機関の制度が充実してい

ることなどから、申請が少ない状況が続いているため、制度の見直しが必要な時

期となっています。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

Ⅱ 教育支援センターの効果的運用、不登校児童生徒への対応・支援 

１） 教育支援センター運営・企画 

■ 事業の目的（目標） 

心理的・情緒的・身体的等の理由で不登校状態や引きこもり傾向にある児童生徒

及びその保護者に対して、学校生活への復帰及び社会的自立を図ることを目的とし

て、相談及び個別支援・集団活動等を行う。また、義務教育終了後進路が決まってい

ない２０歳未満の者に対して、相談及び情報の提供、学習支援など、社会への参加・

自立を目的とした支援を行う。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

  ・ 教育支援センターには、小・中・高それぞれの教員免許を所有している指導員を

配置し、様々な学年（年齢）に応じた支援を行っています。 

・ ＳＳＷや発達教育支援員との連携、在籍校との日常的・定期的な情報共有など

により、学校復帰に向けて段階的に支援を行いました。 

・ 児童生徒には、翌週の時間割を配付しているため、生活リズムを持たせること

ができています。また、保護者との送迎の打合せにも有益でした。  

・ 体験活動や課外活動を取り入れた支援、学校と連携した学校復帰に向けた段階

的な対応ができました。また、青少年の家の事業にも積極的に参加し、児童生徒

が集団生活に慣れることにつながる取組を行うことができました。 

・ 学校行事への参加を促したこと、指導員が寄り添ったことで、学校復帰につな

がった児童生徒がいました。  

■ 課題 

・ より良い支援につなげるためには、学校との連携、保護者への支援が重要とな

るため、今後も一層連携を深め、安心できる居場所となるよう活動を進める必要

があります。 

・ 不登校の児童生徒の把握はできていますが、教育支援センターの通室につなが

らないケースも多いため、活動内容（実績）を学校、保護者に広く周知し、利活用

される機会を増やす必要があります。 
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■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

 

Ⅲ 各関係機関との情報共有・連携活動体制等の強化 

１） スクールソーシャルワーカー活用事業 （県指定事業） 

■ 事業の目的（目標） 

教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識や技術を用いて、児

童生徒が置かれた様々な環境への働き掛けや、関係機関とのネットワークを活用し、

課題を抱える児童生徒に支援を行う。また、就学前の子どもが円滑に小学校に入学

できるよう保護者や教職員等への支援を行う。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 認定こども園・保育所への継続的な訪問により、発達段階に応じた子どもの育

ちについて課題が見られる場合は、巡回相談、教育相談等につなぎました。 

・ 県の事業による高等学校への訪問も入り、家庭環境等も理解したうえで小中高

をつなげて支援ができました。 

・ 学校との情報共有により、不登校傾向の児童生徒が気持ちよく登校できるよう

児童生徒を取り巻く環境の改善を各関係機関と連携して行いました。 

・ 問題を抱えた家庭に対して、各専門機関と綿密に連携を図りながら、子どもの

自立に向けた個別の支援に取り組みました。 

・ 不登校のケースについて、学校との連絡会・支援会等により情報共有を行い、

学校と保護者との話し合いの場を設定するなど、学校と連携した登校を促す取組

ができました。 

■ 課題 

・ 対応している相談事案も多く、今後も配置が必要な職種であるため、人材の確

保が必要です。 

・ 学校数が多いため、支援会への参加などの時間調整に難しい状況があります。 

・ 効果的に事業を実施するためには、より計画的な訪問と他機関との連携の強化、

的確な情報共有や履歴の保存等が必要です。 

・ 課題を抱える子どもの中には、発達障害等や家庭の問題などが複雑化・複合化

した事案もあるため、専門機関との重層的な支援体制が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 子ども支援ネットワーク活動 

■ 事業の目的（目標） 

要支援、要保護児童の早期発見や適切な対応を図るため、本町の要保護児童対策

地域協議会の中で関係機関が連携し、より良い支援活動を探る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 子ども支援ネットワーク活動を実施している要保護児童対策地域協議会では、

関係機関が連携し、支援方法等の共有・確認を行い、適切な対応に努めました。 
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■ 課題 

・ 情報の共有を基に各機関が連携していますが、解決にはつながっていないケー

スがあります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

 

④ 豊かな心と身体を育む教育の推進 

Ⅰ 人権教育の充実 

１） 「いのちの学習」推進 

■ 事業の目的（目標） 

 町内小中学校の児童生徒や未就学児童、保護者を対象に「いのち」の大切さを伝

え考えてもらうことにより、本町の児童等虐待や要支援家庭の減少、いじめの予防

を目指す活動を推進する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 幼児期・児童期の早い時期から、子どもたちの発達段階に応じた「いのちの学

習」に取り組むことができています。 

・ 「いのちの学習」は、自分の体や命について考える機会となっており、実施後

には、子ども同士の関係づくりにも効果がみられました。 

・ 「いのちの学習」での学びを児童が家庭で話すことで、保護者にもいのちにつ

いて考えてもらう機会となりました。 

■ 課題 

・ 「いのちの学習」の取組は、一部の学校等となっているため、取組が広がるよう

授業の内容や貸出教材について、継続的に周知を行う必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 教育・福祉人材交流事業 

■ 事業の目的（目標） 

社会福祉に関わる様々な研修や体験活動を企画・実施し、教育機関と福祉関係機

関との連携強化を図る。また、町内小中学校の教職員と福祉関係機関との交流の機

会とする。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 本町の社会福祉の現状、障害者理解が深まりました。 

・ グループワークや実践交流では、校種や職種を越えた活動を行い、共通認識を

持つことができました。 

・ 体験講座を、学校の人権教育の取組につなげることができました。 

・ 交流研修は、今後の学習や福祉関係機関との連携につながる有効な取組となり

ました。 

■ 課題 

・ 研修した内容を、それぞれの職場で活用できるようにすることが重要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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Ⅱ 食育の充実・推進 

１） 食育の充実と推進 

■ 事業の目的（目標） 

食育の基本は家庭にあるということを踏まえ、町内全域での完全給食を活用した

食育学習に取り組む。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 栄養教諭は、配置校以外の学校も兼務しており、全ての学校で食育指導ができ

る体制が整っています。 

・ 栄養教諭部会では、食育指導や献立についての検討、情報交換を行うなど、栄

養教諭同士が協力し、食育の充実と推進に取り組んでいます。 

■ 課題 

・ 食育指導の時間調整等は、各校で行っているため、学校によっては実施時間など

に差があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 学校給食センター運営 

■ 事業の目的（目標） 

学校給食法に規定されている学校給食の目標を達成するため、町内小中学校の給

食用物資の調達、調理、配送その他必要な事業を実施する。 

■ 事業の実施状況（成果） 

  ・ 町内３つの学校給食センター（窪川、大正、十和）では、統一献立給食や食材供

給の地産地消率向上を図る取組を継続して実施しています。 

・ 平成２６年度から、完全委託により調理業務を実施しており、日々連携と調整

等を行いながら、安定した給食の提供に努めています。 

・ 各学校給食センターの栄養教諭を中心に食育の学習・指導を実施しました。ま

た、栄養教諭で食育指導や献立の検討、情報交換を行うなど、協力体制も整備でき

ています。  

・ 令和３年度から町内高等学校（２校）の魅力化の一環で実施している給食の提供

は、好評で食数も増えています。 

■ 課題 

・ 近年の食材費等の高騰により、給食の調理、提供に要する費用が増大していま

す。 

・ 各学校給食センターの設備や大型厨房機器に経年劣化による故障が多く発生し

ているため、計画的な大規模修繕や調理設備等の取替工事が必要となっています。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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Ⅲ 道徳教育の充実 

１） 道徳教育の充実 

■ 事業の目的（目標） 

「特別の教科 道徳」を要として、学校の教育活動全体を通じた道徳教育の推進

と充実を図る。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 四万十町道徳教育推進協議会としての取組を年３回実施し、本町の課題や取組

等についての確認、授業づくり講座への参加で学んだことを授業改善につなげる

校内研修等、「家庭・地域と連携した道徳教育、道徳科」をどのように行ったか

についての実践交流と情報共有を行うことができました。 

      ・ 全校で道徳授業チェックシート・道徳意識調査を年２回実施し、結果（町集計）

を提供しました。 

■ 課題 

・ 「道徳教育」については、学校だけでなく、家庭や地域との連携をより強化し、

地域ぐるみ（学校間連携を含む。）で進めていく必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 学校図書館支援員の配置 

■ 事業の目的（目標） 

学校図書館支援員を配置し、児童生徒の読書活動を推進するとともに、図書環境

の充実と整備を図る。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 学校図書館支援員を配置した学校では、読書環境の充実とともに子どもたちの

思考力・判断力・表現力の向上につながる取組ができました。 

・ 学校図書支援員を配置していない学校については、町立図書館との連携を図り、

図書の整理等の課題に対応しました。  

■ 課題 

  ・ 学校図書支援員の未配置校への対応も含め、町立図書館との連携をより一層進

めていく必要があります。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

 

Ⅳ 体力の向上と学校保健教育の徹底 

１） 中学校部活動等補助金 

■ 事業の目的（目標） 

町立中学校の運動部及び文化部が参加・出場する全国大会等に要する費用の一部

を補助することにより、保護者の経済的負担の軽減を図るとともに部活動の振興に

寄与する。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 保護者の経済的負担を軽減することにより、生徒が全国大会等に参加・出場し

やすい状況となりました。 
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・ 大会への参加機会が増え、生徒の自主性とともに技術の向上につながっていま

す。 

■ 課題 

・ 予選の結果によって出場が決定する大会等に対する補助については、できる限

り事前に予算を確保するようにしていますが、出場が直前にならないと決定しな

い状況があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 体力運動能力等調査実施・分析 （国・県調査） 

■ 事業の目的（目標） 

体力・運動能力、運動習慣等の調査結果を分析し、体力運動能力面の今日的な課題

や本町の課題を把握し、その結果を学校での取組に取り入れ、教育関係機関との情

報共有により指導方法の改善を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 調査結果では、全国平均以上の項目もありましたが、全国平均に届かない項目も

ありました。 

・ 調査結果については、各校で分析を行い、体力・運動能力面の課題を克服するた

めの取組に活用されました。 

・ 全校の調査の結果を分析し、本町の現状と課題を把握しました。 

■ 課題 

・ 調査結果から見える課題については、効果的な対策の検討が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

Ⅴ ふるさと教育の推進 

１） 地域教育推進事業 （キャリアアップ事業） 

■ 事業の目的（目標） 

学校が地域性や特殊性を踏まえ、学校ごとに児童生徒・保護者・地域・教職員がと

もに連携して実施する自主的・主体的な活動を推進する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 地域教育推進事業は、地域の状況等に応じて各校で実施されており、地域や学

校の教育課題を克服するための取組となっています。 

■ 課題 

・ 各校で実施されてきた自主的・主体的な取組は、伝統になっているものもあるた

め、継続して支援していく必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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２） ふるさと教育の推進 

■ 事業の目的（目標） 

ふるさと四万十町の先人や郷土の歴史、自然や伝統、文化、産業などの地域資源を

生かした学習及び地域への積極的な参加や体験により、ふるさと四万十町に誇りと

愛着を持ち、地域に貢献できる人材の育成を目指す。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 各校では、副読本「わたしたちのまち四万十町」や「しまんとヒストリア 具眼

のリベラリスト 谷干城物語」などを活用した「ふるさと教育」が推進されていま

す。 

・ 令和３年度に全面改訂された社会科の副読本「わたしたちのまち四万十町」につ

いて、全小学校へアンケートを行い、次期の部分改訂（令和７年度）に向けて検証

を行いました。 

・ 町内全ての小学５年生を対象に米奥小学校下の河原で実施した「川がき体験学

習」は、ふるさと（四万十川）に親しみを持てる体験学習となりました。 

■ 課題 

・ 副読本、活用事例等の活用状況についての調査は、継続して行う必要がありま

す。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

 

⑤ 児童生徒の安全確保の充実 

Ⅰ 安全管理 

１） 学校施設の整備 

■ 事業の目的（目標） 

 日ごろから学校施設の状況把握に努め、危険箇所や老朽化による修繕が必要な箇

所を発見した際には、早急に改修を実施するなど、安心・安全な学校環境の維持・管

理を行う。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 学校施設の損傷・不具合、不良箇所、危険箇所について、できる限り早期に改

修等を行い、安心・安全な学校環境の維持・管理に努めました。 

・ 学校施設整備計画に基づき、２校のトイレの洋式化を行いました。洋式化が完

了していない７校については、順次整備を行うこととしています。 

・ １１校の特別教室に空調設備を設置しました。残りの３校についても、令和６

年度に設置する予定としています。 

■ 課題 

・ 学校施設については、年々老朽化等により不具合箇所や修繕費が増加傾向にあ

り、「学校適正配置計画」と整合性を図りながら、計画的に維持管理を進める必要

があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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２） 学校施設改築等計画 

■ 事業の目的（目標）  

  「学校適正配置計画」や「公共施設等総合管理計画」等との整合性を図りながら、

老朽化した学校施設等の改築・改修・解体撤去を計画的に実施し、快適で安心・安全

な学校施設、教育環境の充実を図る。    

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 関連する計画等との整合性を図りながら、「学校施設等長寿命化計画」に基づ

き、学校施設等の改築計画・改修計画をより具体的に進めることができました。 

・ 長寿命化を含めた大規模改修を予定している東又小学校、田野々小学校につい

ては、それぞれ実施設計・基本設計を行いました。 

・ 大規模改修の検討が必要な十川中学校と十川小学校の校舎について、今後の整

備方針を決定するための状況調査を行いました。 

■ 課題 

・ 年々施設の維持修繕費が増加しているため、財政的な状況を考慮し、有利な補助

事業等の活用が不可欠となります。 

・ 校舎等の改修については、「学校適正配置計画」に基づく学校統合や児童生徒数

の推計、保育所の老朽化や地域の実情等も見定めながら、実施時期を検討するこ

とが必要となっています。 

・ 隣接地にあり、耐用年数を迎えようとしている十川中学校と十川小学校につい

ては、大規模改修だけでなく、隣接地の強みを活かした手法（合築等）の検討が必

要となっています。 

・ 窪川中学校と窪川小学校についても、耐用年数が近くなっているため、今後、検

討が必要となっています。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

３） 遊具の安全確保 

■ 事業の目的（目標）  

学校に設置している遊具について、学校管理者における通常点検の実施と年に１

回専門業者による安全点検を実施する。点検の結果、危険な遊具については改修・撤

去を行い、安全性を確保する。   

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 学校敷地内の遊具は、点検結果に基づき、優先度の高いものから順に改修・撤

去を行い、安全性の確保に努めています。令和５年度は、緊急に対応すべき危険

な遊具はなかったため、改修・撤去は行いませんでした。 

■ 課題 

・ 点検の結果、危険な遊具を多く確認した場合は、既決の予算では対応できない

ことがあります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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４） 通学対策 

■ 事業の目的（目標） 

児童生徒の通学時の安全確保とともに通学費用の軽減を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ スクールバスや路線バスの活用等による送迎を実施し、登下校時の安全を確保

しました。 

・ 定期券の購入・補助金の交付等を行い、児童生徒の通学に係る負担軽減を図り

ました。 

・ スクールバスの一部については、運行を四万十交通に委託していますが、本町

が所有する車両を使用し運行経費の低減を図っています。 

・ 統合により、令和６年度から東又小学校へ通学することとなる興津小学校区の児

童を送迎するため、スクールバスを購入しました。 

■ 課題 

・ 安全なスクールバスの運行のためには、運転手の確保と定期的な車両更新が必

要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

５） 通学路の安全確保 （協議会の開催及び合同点検の実施） 

■ 事業の目的（目標） 

通学路の危険箇所等について、通学路安全対策連絡協議会で合同点検を実施し、

必要な対策を検討・実施する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 道路管理者等が委員となっている通学路安全対策連絡協議会の中で、危険箇所

の把握・確認を行っているため、早期に対策が実施できています。 

・ 防犯の視点でも関係機関と情報共有を行いました。 

■ 課題 

・ 対策には、用地の確保（買収など）等が必要な場合もあり、すぐに実施できな

い状況もあります。また、地理的条件により根本的な改善が難しく、応急的な対

応しかできない状況もあります。 

・ 対策を実施した箇所等について、期待した効果が得られているか、継続した検証

が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

Ⅱ 防災教育の充実 

１） 防災教育推進事業 

■ 事業の目的（目標） 

各校の防災教育の実施状況を把握し、先進的な取組を他校に広げる。防災担当の

危機管理課と連携し、各校の実態に合わせた防災教育を推進する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 各校では、学校（地域）の実態に合わせた防災教育が実践されています。 
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・ 興津小学校は、防災未来賞「ぼうさい甲子園」小学校部門において、ぼうさい

大賞（部門第 1位）を受賞しました。 

・ 講師の派遣を申請する際の内容（既習内容や依頼内容等）を危機管理課と共有

しました。 

■ 課題 

・ 学校（地域）の実態に合わせた取組の継続と、児童生徒自身が能動的に学習で

きる内容で実施することが必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

 

⑥ 学校適正配置計画 

Ⅰ 「四万十町立小中学校適正配置計画」の見直し及び実施 

１） 学校適正配置推進事業 

■ 事業の目的（目標） 

少子化に伴い、学校の小規模化が進行する中、「四万十町の将来を担う子どもたち

が、より良い教育条件、教育環境のもとで教育を受けること」を基本に、「地域にお

ける学校の役割」も考慮した一定規模の集団による教育力を生かす環境整備を図る。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 東又小学校との統合が決定していた興津小学校については、交流事業を実施しな

がら、統合に向けた準備を行い、令和６年３月末に閉校しました。 

・ 令和４年度末に統合の意向を確認するためのアンケートを実施した昭和小学校

と十川小学校については、保護者の同意と地域の理解を得て、令和７年４月の統合

が決定しました。また、川口小学校と窪川小学校との統合についても、アンケート

結果に基づき、協議を進めました。 

     ・ 統合協議が進まない小学校についても、保護者からの要請によるアンケートや意

見交換会を実施しました。 

■ 課題 

・ 小学校については、学校ごとに保護者（地域）の理解、学校を取り巻く状況が

異なるため、計画どおり推進することが難しい状況がありますので、慎重かつ柔

軟な対応が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

 

⑦ 学校教育における子育て支援 

Ⅰ 義務教育に係る負担軽減 

１） 給食費無償化事業 

■ 事業の目的（目標） 

町内小中学校の児童生徒に係る給食費の無償化を行い、子育て世代の負担軽減を

図る。 
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 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 令和５年度から、子育て支援策を拡充し、町内小中学校の児童生徒に係る給食

費の無償化を開始しました。 

・ １１月に実施したアンケートでは、無償化を「知っていた」という回答をされ

た保護者のうち約９２％から「負担が軽減した」との回答があり、保護者負担の

軽減につながっていることが確認できました。 

■ 課題 

・ アンケートで、給食費が無償となったことを知らない保護者がいることを確認

できましたので、今後もこの制度を広く周知していくことが必要です。 

・ 食材費や光熱水費の高騰が続いています。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 小中学校副教材購入支援事業 

■ 事業の目的（目標） 

児童生徒が授業等で使用する副教材を公費で購入し、子育て世代の負担軽減を図

るため、 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

  ・ 令和５年度から、副教材の購入支援を開始しました。 

・ １１月に実施したアンケートでは、この事業を「知っていた」という回答をさ

れた保護者のうち約９６％から「負担が軽減した」との回答があり、保護者負担

の軽減につながっていることが確認できました。 

■ 課題 

・ アンケートで、副教材の購入費の負担が減ったことを知らない保護者がいるこ

とを確認できましたので、今後もこの制度を広く周知していくことが必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

３） 修学校旅行バス代平準化事業 

■ 事業の目的（目標） 

児童生徒数が少ないことによって、負担額が大きくなる修学旅行時のバス代を平

準化し、保護者負担の均衡を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

 ・ 令和５年度から、この制度を開始し、修学旅行時にバスの利用者数少ないと大き

くなる保護者負担額の平準化を図ることができました。 

■ 課題 

 ・ 公費負担額に算定には、基準を設定していますが、旅行先や日程、借り上げるバ

スの大きさに違いがあり、完全な平準化は難しい状況があります。 

・ バスの借り上げ料は、法律に基づき算定されますが、法律の改正も行われており、

このことからも制度の見直しが必要な状況となっています。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 
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（２）生涯学習に関すること。 

① 多様な学習活動の推進 

Ⅰ 施設開放・学習機会の提供 

１） 文化講座 （コミュニティー施設開放、各種教室・講座推進） 

■ 事業の目的（目標） 

子どもから高齢者までを対象に、多様な学習機会を創出する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 浴衣着付け講座、スマートフォン講座、着物着付け講座、写真講座、親子パン

つくり体験講座、陶芸講座など、多くの学習の場を提供することができました。 

■ 課題 

・ あらゆる年齢層を対象とした事業を目指していますが、青年・壮年層を対象とし

た取組があまり実施できていない状況があります。今後、青年・壮年層を対象とし

た取組や活動の場の提供・工夫などによる多くの方が参加できる講座の開催が必

要です。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

２） 高齢者地域活動事業 （シルバー大学） 

■ 事業の目的（目標） 

学習機会や軽スポーツ等の場を提供し、高齢者の社会参加及び生きがいづくりを

促進する。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ ここ数年は、新型コロナウイルス感染症の影響で事業の中止もしくは一部の事

業のみの実施となっていましたが、３年ぶりに予定していた全ての事業を実施

し、高齢者の社会参加及び生きがいづくりを促進することができました。 

■ 課題 

・ 高齢者を対象としている事業のため、事業内容の精査や健康管理面等への配慮

が必要です。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

３） 人権教育関連事業 

■ 事業の目的（目標） 

全ての人がともに支え合い安心して生活できる地域づくりのために、基本的人権

の尊重と自由平等、人権尊重社会の確立を目指し、生涯を通じた幅広い人権教育を

支援・推進する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

３年ぶりに四万十町人権教育研修会が開催され、人権映画の上映会が実施されま

した。また、窪川・大正・十和の各支部では、人権講演会、小中高による人権作文

の発表や様々なイベント等が実施されるなど、人権教育につながる取組となりまし

た。 
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■ 課題 

・ 人権教育研究協議会は活動を支部単位としており、各支部では地域の実態・課

題に沿った取組が進められていますが、それぞれ支部では歴史等に違いがあるた

め、考え方も異なっています。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

４） 国際交流事業 

■ 事業の目的（目標） 

国際感覚を身に付けた人材を育成するため、国際交流員（ＣＩＲ）を中心として、

町内の保育所・認定こども園訪問や異文化ふれあい教室などの子どもから高齢者ま

でが参加できる事業を実施し、多くの町民との交流を推進する。 

 また、高幡広域事務組合の実施する「高幡中学生海外研修事業」への参加者に対す

る支援として補助金を交付し、研修生の自己研鑽、人材育成を図る。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ ＣＩＲを中心に実施している事業は、様々な国の状況や課題を知る機会となっ

ており、国際理解や外国語学習等につながっています。 

・ 「高幡中学生海外研修事業」は、海外での生活や体験を通じて、異文化に触れ、

習慣などの違いの理解や自分達の住んでいる地域を見つめ直す機会となり、幅広

い視野と判断力、行動力のあるリーダーの育成とともに語学力（英語）の向上や国

際交流、圏域内の人的ネットワークの拡大につながっています。 

■ 課題 

・ 「高幡中学生海外研修事業」は、申し込み人数が少ないという状況が続いている

ため、参加者増につながる工夫などが必要です。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

５） 各団体等への支援 （補助金） 

■ 事業の目的（目標） 

社会教育関係団体との連携等を図るとともにその活動等に対して支援を行い、地

域や団体活動の活性化を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 補助金を交付し各団体等の活動を支援することにより、関係機関・団体等が連携

した事業を実施するなど、それぞれの団体等において目的に沿った活動が展開さ

れています。 

■ 課題 

       ・ 社会教育関係団体の活動等に対しての支援を行っていますが、会員等の高齢化

に伴い組織が縮小傾向にあるため、今後は、若者の参加を促すなど、組織を維持・

継続できるよう検討が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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② スポーツ・レクレーション活動の推進 

Ⅰ 施設開放・活動機会の提供 

１） 生涯スポーツ推進（社会体育施設等の開放、地域スポーツ競技普及、町民

スポーツ大会、レクレーション活動推進、競技スポーツ大会 等） 

■ 事業の目的（目標） 

 健康で明るい人づくり・町づくりを目指し、町民の多くが参加可能なスポーツ活

動を関係団体等と協働して計画実施するとともに、健康体力づくりの意欲を育てる

取組を実施する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 広く町民にスポーツとレクレーションの場の提供をしたことにより、一人一人

のスポーツ活動への意欲が高まり、地域スポーツの振興に寄与するとともに、生

涯スポーツに親しむ環境の充実を図ることができました。 

・  スポーツ推進事業の企画運営を地域のスポーツクラブ（くぼかわスポーツクラ

ブ、大正・十和スポーツクラブ）に委託しているため、町民が主体となった企画

運営となり、気軽にスポーツに親しむ気持ちが育まれるとともに、町民のニーズ

に即した運営とスポーツ人口の維持・拡大が図られています。 

・  くぼかわスポーツクラブに管理運営を委託（指定管理）しているＢ＆Ｇ海洋セ

ンターでは、スポーツ・レクレーション、健康維持増進等の場として、プール・

体育館を提供しており、地域スポーツ、生涯スポーツ等に親しむことができる環

境づくり、競技力等の向上が図られました。特に、プールを活用した取組では、

町内外から幅広い年齢層の利用がありました。また、水泳教室・水泳大会等の実

施は、競技力の向上につながっています。 

■ 課題 

・  スポーツへの意識やニーズが多様化している中、ライフステージに応じた生涯

スポーツの振興、地域の活性化につながる町民主体の活動が求められています。 

・ 施設利用の利便性向上のため、オンラインでの会場の予約システムの導入や利

用料金の支払い方法・鍵の貸し出し方法が課題となっています。 

 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

 

Ⅱ 全国発信スポーツ大会の開催 

１） 全国発信スポーツ大会の開催 

■ 事業の目的（目標） 

全国から参加者を募りスポーツ大会を開催することにより、交流や流入人口の拡

大を目指すとともに四万十町の魅力を発信する。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 「四万十川ウルトラマラソン」は、新型コロナウイルス感染症の影響により中

止が続いていましたが、令和５年度は４年ぶりに開催することができました。 

・ 「四万十川桜マラソン大会」は、追加募集を行い開催しましたが、定員を下回

る参加者数となりました。 
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■ 課題 

・ 運営にあたるボランティア等の人員不足が課題となっています。また、減少した

参加者が増加するよう、より一層魅力ある大会として実施する必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

 Ⅲ 各種関係団体の活動振興、活性化の推進 

１） 生涯スポーツ団体等支援 （補助金等） 

■ 事業の目的（目標） 

生涯スポーツ団体等との連携・協働とともにその活動等に対して支援を行う。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 各団体等の活動等への支援として補助金を交付するとともに関係機関・団体等

と連携・協働し事業を実施することにより、それぞれの団体等の目的に沿った活

動を助長することができました。 

■ 課題 

・ スポーツクラブの事務局体制の充実を図り、将来的にも安定して委託や指定管

理ができるような体制づくりを進める必要があります。 

・ 直営で行う事業よりも経費を安く抑えることができるこの支援は、今後も引き

続き実施していく必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

 

③ 郷土文化の継承と創造 

Ⅰ 文化財の保存活用等 

１） 国・県・町文化財の保存・活用 

■ 事業の目的（目標） 

地域の中で今日まで守り伝えられ、歴史的背景や伝統・文化の理解に必要不可欠

な貴重な財産である文化財の保存及び活用を図る。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 国・県・町の歴史、文化等の正しい理解や文化の向上発展のための文化的資料

として活用することができました。また、地域の文化活動の活性化、地域間の交

流機会の創出、文化財を活用した地域の活性化にもつながるものとなりました。 

・ 指定文化財の保存等に必要な継承や修繕に対して、支援を行いました。 

・ 文化財パトロールの実施や埋蔵文化財包蔵地の開発行為の事前調査など、文化

財の保護活動を行いました。 

■ 課題 

・ 文化財の保存等については、十分に行われていない状況も見られるため、施設

改修などに計画的に取り組む必要があります。 

・ 指定されている無形民俗文化財については、特に後継者不足などの課題があり

ます。 

37



 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 重要文化的景観保護活用事業 

■ 事業の目的（目標） 

本町の豊かな自然と地域の人々の暮らしの中で築かれた特徴ある景観の価値を町

民が認識し、守り、発展・創造するとともに、地域の自然と一体となって歴史、文

化を積み重ねてきた人々の生活と開発行為等の経済活動との調和を図り、保全しな

がら地域資源として活用する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 「四万十町文化的景観整備管理委員会」を年間３回開催し、関係機関等が実施し

ようとする事業の調整をスムーズに行うことができました。 

・ 四万十川流域の５市町（梼原町、津野町、中土佐町、四万十町、四万十市）で、

重要文化的景観を保存、活用するための実施計画等を一体となって検討しました。 

■ 課題 

・ 町民の景観保全に対する意識の向上と理解を深めることが必要です。 

・ 重要文化的景観に関する現状変更などの法に基づく事務処理を適正に行ってい

くためには、関係者、関係機関への周知が重要となります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

Ⅱ 伝承・伝統文化の継承支援 

１） 郷土資料館の管理・運営 

■ 事業の目的（目標） 

町内の歴史的資料（郷土資料、民俗資料、遺物等）を収集・保管・展示し、郷土

の文化振興に寄与する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 町民等が地域の貴重な歴史、文化等に気軽にふれる場を提供することにより、

本町の歴史・文化等を学ぶうえでの基礎資料として活用されるなど、地域の郷土

資料館として定着しています。また、小学生の社会科見学など、学習の場として

も活用されています。 

■ 課題 

・ 今後も有効に活用されるよう宣伝活動や展示内容の工夫等を継続して行ってい

く必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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④ 芸術文化活動の推進 

Ⅰ 図書館・美術館の充実等 

１） 町立図書館・美術館管理運営事業 

■ 事業の目的（目標） 

【図書館】 

 町民の読書活動や学習活動を支援するため、必要な図書や資料の整備、情報の提

供等により、利便性の向上と蔵書の有効活用を図る。 

学校図書館等との連携、支援を行うことにより、読書環境の整備、機能の充実を

図り、読書活動を推進する。 

【美術館】 

 美術その他芸術文化に関する町民の知識及び教養の向上を図り、本町の芸術文化

の振興に寄与する。  

 ■ 事業の実施状況（成果） 

【図書館】 

・ 令和５年度は、令和４年度から取り組んでいる本町の読書活動を推進するため

の指針となる「生涯読書活動推進計画」の策定に向けた協議を進めました。 

・ 「四万十町文化的施設サービス計画」に基づく、移動図書館車の試験運行を開

始しました。移動図書館は、利用者からは好評を得ています。 

・ 図書館情報システムの導入により、利用者にとっての利便性が向上するなど、

図書館サービスが拡大しました。 

・ 読み聞かせ等を実施し、児童に読書の楽しさを伝え、本に対する興味を持たせ

ることができました。 

・ 大正・十和地域の学校を中心に図書館の本を届ける取組を行いました。 

・ 図書館の分館がない十和地域では、十和地域振興局内の「図書コーナー」や

「あったかふれあいセンター十和」での貸出、地域団体の自主的な活動による

「サテライト貸出」による地域の読書活動の支援を行いました。また、分館の整

備に向け「四万十町図書館分館整備検討委員会」を新たに設置し、検討が始まり

ました。 

・ 町民の読書活動や学習活動を支援することができました。 

【美術館】 

・ 所蔵全作品の状態を検査・記録するための点検と一部修復を行いました。 

・ 所蔵作品検査のため休止していた、展覧会（アンデパンダン展や収蔵収蔵作品

展等）を再開し、８００人の来場者がありました。 

・ 展覧会とは別に開催した収蔵作品の点検・修復作業の見学会と、「美術館の

裏・表～修復の現場から～」と題した講演会は、美術に関する町民の知識と教養

の向上につながる取組となりました。 

【文化的施設関連】 

・ 四万十町文化的施設ついては、本体工事に着手できなくなったことから、現計

画・現施設規模での整備ができなくなりました。 
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■ 課題  

      ・ 文化的施設事業の中止に伴い、施設の老朽化やユニバーサルデザインへの対応、

収蔵環境など、各種機能の在り方や方向性については、今後改めて検討していく必

要があります。 

【図書館】 

・ 図書館での業務は、専門的な知識を必要とするものが多く、司書（正職員）の

採用はありましたが、改めて、職員体制・配置を検討する必要があります。 

・ 文化的施設事業の中止に伴い、現施設での図書館サービスの拡充や蔵書の充実

が課題になっています。 

【美術館】 

・ 美術作品の点検結果に基づく補修の実施方針を定める必要があります。 

・ 文化的施設によって解決できる予定であった収蔵環境が、大きな課題となって

います。 

・ 図書館同様、専門的な知識を必要とする業務が多くあり、専門職員の配置が必要

な状況にあります。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

 

 

⑤ 子どもの健全育成の推進 

Ⅰ 乳幼児期の養護及び教育の充実 

１） 町立保育所管理運営 

■ 事業の目的（目標） 

保育を必要とする児童を保護者に代わって保育し、児童の心身の健全な発達を図

る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 児童の健やかな成長・発達の保障と保護者が利用しやすい保育所運営に努めま

した。 

・ 保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に対応した保育計画や

保育目標に基づき、適正な保育を実施しました。  

・ 出生数の減少に伴い、児童の数は減ってきているものの、低年齢児の保育所入

所率は上昇しています。 

・ 保育士の資質・専門性が向上を目指した研修等は、より良い保育サービスの提

供につながっています。 

■ 課題 

・ 人材が不足している状況があり、保育士の資質向上を目的とした研修等への参

加に必要な代替保育士確保が難しくなっています。また、支援が必要な児童への

加配保育士の確保も難しい状況があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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２） 委託等による保育の実施 

■ 事業の目的（目標） 

児童の健全な育成、児童福祉の増進を図り、様々な保育ニーズに対応するため、直

営で実施できない保育所の運営を委託又は指定管理により実施する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ くぼかわ保育所、松葉川保育所、川口保育所の運営を、窪川児童福祉協会に委託

し、また、四万十町立ひかり保育所は、同協会を指定管理者として定め、保育を実

施し、窪川地域の児童の健全な育成、児童福祉の増進に努めました。 

■ 課題 

・  特別な支援を要する児童の増加に伴い、運営費等は増加傾向となっています。

今後もこれまでの経過と窪川児童福祉協会の役割を十分踏まえた保育のあり方に

ついての協議が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

３） 多子世帯特定教育・保育施設使用料及び特定保育施設利用者負担金等軽減

事業 

■ 事業の目的（目標） 

多子世帯を応援し、経済的負担の軽減を図るため、対象となる児童を２人以上養

育している世帯の第２子以降の特定教育・保育施設使用料及び特定保育施設利用者

負担金等を軽減することによって、安心して子どもを生み、育てる環境づくりに資

する。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 第３子以降の児童の保育料無償化に加え、第２子児童の保育料を半額としたこ

とにより、多子世帯の経済的負担を軽減し、より保育所へ入所しやすい環境を整

えることができています。 

・ 特定保育施設（認可外保育施設）の利用者負担金等の軽減については、平成２８

年度から制度化していますが、実績（申請）はありません。 

■ 課題 

・ 無償化の対象となる全ての家庭から申請が行われるよう、案内文書などによる

周知を徹底することが必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

４） 幼児教育無償化 

■ 事業の目的（目標） 

少子化対策として、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図る。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 本町では、利用料の無償化に伴い、副食費についても無償としています。 

■ 課題 

・ 本町では、副食費についても無償としていますが、国の制度上では無償化の対象

とはなっていません。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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５） 保育所等施設整備  

■ 事業の目的（目標） 

  保育所施設を整備し、保育環境を整え安全で安心な保育を実施する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 保育所の老朽化等に伴う軽微な修繕は、必要に応じて随時実施していますが、

大規模な施設整備は行いませんでした。 

■ 課題 

・ 今後の児童数等を見据え、保育の質を維持しながら効率的な保育を実施してい

くため、計画的に整備していく必要があります。 

・ 保育所施設の中には、老朽化等により改築等の検討を早急に行わなければなら

ない状況があります。改築等については、学校の適正配置計画と総合的に検討す

る必要があります。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

 

Ⅱ 子ども・子育て支援対策 

１） 子ども・子育て支援対策事業  

■ 事業の目的（目標） 

「第２期四万十町子ども・子育て支援事業計画」の実現のために施策を推進し、子

どもの健やかな育ちと保護者の子育てを社会全体で支援する環境をさらに整備する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 各関係機関と連携しながら施策を推進しました。 

・ 四万十町子ども・子育て会議の中で、「第２期四万十町子ども・子育て支援事業

計画」の進捗状況等の確認を行い、「第３期四万十町子ども・子育て支援事業計画」

策定のためのアンケート調査を実施しました。 

■ 課題 

 ・ 計画している事業の中には、実施に必要な保育士の確保などができていないも

のもあるため、引き続き検討していく必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

２） 子育て支援センター管理運営 

■ 事業の目的（目標） 

  子どもを安心して産み育てる環境づくりを推進するとともに、地域及び関係機関

と連携を図り、子育て家庭に対する育児支援を行う。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 窪川・大正・十和地域に設置している子育て支援センターでは、子どもを安心し

て産み育てる環境づくりとともに、地域及び関係機関と連携し子育て家庭に対す

る育児支援を行っています。 

・ 一時預かりの件数は、新型コロナウイルス感染症の影響で減少傾向にありまし

たが、徐々に増加しています。 
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■ 課題 

・ 一時預かりが、保護者の希望どおり実施できるよう保育士の確保が必要です。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

３） ファミリーサポートセンター 

■ 事業の目的（目標） 

地域の支え合いによる子育て援助活動の仕組みを作り、働きながら子育てができ

る環境を整備する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 令和２年７月に開所したファミリーサポートセンター（しまんと町社会福祉協

議会に委託）では、会員相互による子育て援助活動が行われており、相互援助会

員の募集から研修・交流会なども実施されています。 

■ 課題 

・ 援助会員の登録数が少ないと十分なサービスの提供ができないため、登録者の

確保が必要です。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

 

Ⅲ 少年健全育成対策の推進 

１） わんぱく学校・青少年育成事業 

■ 事業の目的（目標） 

【わんぱく学校】 

学年・学校の違う子どもたちが、学校生活では体験することができない様々な活

動や幅広い年代との交流を通して、「見たり・聞いたり・感じたり」することにより、

豊かな個性と能力の伸長、「夢・希望・あこがれ」を持ち自らが将来を考えることの

できる力の醸成を図るとともに、異なる学校の児童等との交流を通じて、「友情・規

律・連帯」の精神を養う。また、同世代の仲間たちとの様々な活動や指導者のサポー

ト等の体験を通じて、これからのまちづくり、地域活動を担うリーダーとして活躍

できる人材の育成を図る。 

【青少年育成事業】 

高齢者や異年齢との交流や親子での活動を通じて、児童生徒のたくましく健やか

な成長を促すとともに、育成関係者・団体等と連携し実施する社会参加につながる

活動により、青少年の健全育成を図る。  

 ■ 事業の実施状況（成果） 

【わんぱく学校】 

・ 小学４年生から６年生を対象に実施したわんぱく学校では、日頃体験すること

のない様々な社会活動・体験活動や幅広い年代との交流等の場を提供することに

より、子どもたちの自主性や自立性を育むとともに他校の児童との交流等を行う

ことができました。また、本町ならではの体験メニューを行うことにより、ふるさ

と学習の一端を担うことができました。 

 

43



 

・ ふるさと学習として地域資源を活用した体験を行い、ふるさとの魅力を伝える

ことができました。 

【青少年育成事業】 

・ 工作教室、料理教室、中高生を対象とした高知県警察音楽隊の演奏会、情報モラ

ル教室の開催などにより、青少年の健全育成に取り組みました。 

■ 課題 

【わんぱく学校】 

・ この事業は、地域資源を活用した体験活動などによる地域活動のリーダーとし

て活躍できる人材の育成も目的としていますが、十分に事業が実施できない状況

が続いています。 

【青少年育成事業】 

      ・ 育成事業を企画していた補導教員が引き上げになることから、改めて育成事業 

の実施体制・実施方法を検討する必要があります。 

・ 「わんぱく学校」等との連携や、中高生を対象とした魅力ある事業の検討が必要

となっています。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

２） 子ども会・スポーツ少年団活動支援 

■ 事業の目的（目標） 

  子ども会・スポーツ少年団の連携とその活動の充実を図ることにより、子どもの

健全育成に寄与する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 子ども会・スポーツ少年団活動として実施されているスポーツ大会などへの支

援を行い、相互連携を通した子どもの健全育成に寄与しました。  

■ 課題 

・ 年々、子ども会等の規模が縮小しており、実施できる事業が少なくなっていま

す。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

Ⅳ 少年非行の早期発見と早期指導 

１） 青少年育成補導（青少年育成補導推進事業） 

■ 事業の目的（目標） 

多様化する青少年問題に対応し、健全育成を推進していくことが、最も重要な課

題であるとの認識のもと、人格・人としての尊厳を守り、個性・能力の伸長を図りな

がら、社会的自己実現に向かうよう青少年の善導に努める。 

■ 事業の実施状況（成果） 

・ 学校・家庭、関係団体等との連携を密接に行い、補導体制の強化と充実に努めま

した。 

 

 

44



 

・ 日々の啓発活動や様々な取組により、補導件数・問題行動の減少、非行防止に対

する町民の関心の高まり等が見られるなど、青少年の健全育成につながっていま

す。 

■ 課題 

・ 補導件数は、子どもたちの生活スタイルの変化によりわずか１件となっており、

全体的には落ち着いた状態にありますが、インターネットやＳＮＳ等を介しての

トラブルなどが心配されるため、今後も一層関係機関・団体等との連携を図り、青

少年の善導に努める必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

Ⅴ 各種関係機関・地域等との連携 

１） 放課後子ども教室 

■ 事業の目的（目標） 

子どもたちの安全・安心な活動拠点を設け、地域の方々の参画を得て、子どもたち

とともに勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等の取組を実施するこ

とにより、子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推

進する。 

■ 事業の実施状況（成果） 

  ・ 設置している放課後子ども教室（１１校区・１２ヶ所）では、利用者のニーズに

応じた取組が行われている。また、子どもにとって安全で様々な学習等を体験で

きる機会となっています。 

・ 地域の人材の事業参加により、地域との交流が図れ、地域の子どもを守り育てる

という意識が高まっています。 

・ 特性のある児童が増加し、対応についての相談が指導者より寄せられましたが、

ＳＣへとつなぎ、問題解決へ導くことができました。 

■ 課題 

・ 人材の不足により、指導者の確保が難しい状況があります。また、特性のある児

童に対応できる指導者の確保についても課題があります。 

・ 今後も情報交換会や研修等を通じて、教室間の連携や共通認識の確認、指導者の

資質向上等を図る必要があります。 

■ 自己評価 ： 目標達成に向けて、さらに充実させる必要がある。 

 

２） 二十歳の集い（旧成人式） 

■ 事業の目的（目標） 

社会の重要な構成メンバーの一員としての自覚と責任、また、大きな義務を負

う心の区切りを促すとともに町全体で成長を祝う。 

参加者自身が式典（アトラクション）を企画・運営することを通じて、自らの行

動に責任を持ち、社会の一員になった自覚を促す。 

町外で生活している参加者が、級友との再会などを通じて、ふるさとの良さを

再確認する機会とする。 
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 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 参加者が大人の仲間入りを自覚する節目として記念式典を開催し、次代を担う

若者の成長を祝福しました。 

・ 参加者には、社会人としての権利と義務を再認識させるとともに、自覚を促すこ

とができました。 

・ 「二十歳の集い」の対象者によって組織した実行委員会では、自らがアトラクシ

ョン（地場特産品抽選会）を企画し、進行も行いました。 

■ 課題 

・ 町内への就職者が減少しているため、実行委員の確保に困難な状況があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 

 

 

 

⑥ 地域・家庭・関係機関等との連携活動充実 

Ⅰ 子ども・家庭の生活習慣の確立 

１） 地域の子育て力強化事業 

■ 事業の目的（目標） 

子どもたちの健全育成には、地域で学び、遊び、人と触れ合う中で社会性を身につ

けることが必要であるため、地域の子育て力を強化し「おらが地域の子」の意識を高

めるとともに、核家族化などにより低下しつつある家庭の子育て力の向上や保護者

の悩みの軽減を図る。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

・ 影野小学校で開催した『「命と心の大切さ」を語りかける』と題した講演会は、

子どもたちをより良い成長に導くことを学校と地域、保護者がともに考えるきっ

かけとなりました。 

・ 上記の講演会は、地域と家庭が子どもたちの健全育成に向けて「おらが地域の

子」を意識してともに考える学習・研修の場となりました。 

■ 課題 

・ 学校が主体となって実施する事業であるため、学校間で取組に差が見られます。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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⑦ 学習環境の向上 

Ⅰ 拠点となる施設の拡充等 

１） 生涯学習拠点施設の活用 

■ 事業の目的（目標） 

多様化する町民ニーズに対応した生きがいや居場所づくり、また、町民の一体感

を育み、生き生きとした人づくりを推進するための生涯学習施設の環境整備・充実

を図り、生涯学習拠点施設の活用を促進する。 

 ■ 事業の実施状況（成果） 

  ・ 文化施設、体育施設全般について、利用者の安全確保や利便性の向上等に努めま

した。 

  ・ 文化施設は、多くの方に利用されており、文化芸術の創造、交流、発信の拠点と

して、町民の身近な文化芸術活動の場となっています。 

  ・ 体育施設は、幅広い年齢層の方が利用しており、心身の健全な発達、健康維持、

体力増進、スポーツの振興につながっています。 

■ 課題 

・ 老朽化への対応や利便性の向上のため、改修等の必要な施設については、優先

度の高いものから計画的に実施する必要があります。 

■ 自己評価 ： 概ね目標は達成できた。 
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